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研究成果の概要（和文）：国内外の学会報告と査読付き学術雑誌への掲載により、広く研究成果を公表できた。
実績は45本の学術論文と5冊の書籍が執筆され、89回の学会報告及びセミナー報告が行われた。
８つの分野（(1)都市構造分野、(2)地方財政健全化分野、(3)補助金分野、(4)公共部門の効率化分野、(5)医療
分野、(6)福祉分野、(7)市町村合併分野、(8)インフラ分野）でそれぞれ成果を残し、自治体経営・自治体政策
の在り方を考えるうえで有益な情報を提供することができた。特に、学会賞受賞（日本地方財政学会）や、国際
協力機構（JICA）・南アフリカ共和国財務省との国際共同研究による政策提言は、意義のある成果である。

研究成果の概要（英文）：We were able to widely publicize our research results by reporting in 
academic conferences in Japan and overseas and by publishing in peer-reviewed academic journals. As 
a result, 45 academic papers and 5 books were written, 89 academic conference and seminar reports 
were made.
By producing results in eight fields ((1) Urban structure field, (2) Local financial consolidation 
field, (3) Subsidy field, (4) Public sector efficiency field, (5) Medical field, (6) Welfare field, 
(7) municipal merger field and (8) infrastructure field), we were able to provide useful information
 in considering the management and policy of local governments. The award of the Japan Association 
of Local Public Finance and the policy proposals made through international joint research with the 
Japan International Cooperation Agency (JICA) and the Ministry of Finance of the Republic of South 
Africa are significant achievements.

研究分野：公共経済学・財政学の分析手法を用いた、地方自治体政策・自治体経営についての理論的・実証的分析。
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研究成果の学術的意義や社会的意義
研究成果が、多くの学術論文や書籍として現れたことから、学問分野で高く評価されていることがわかる。これ
らの論文他で発表されたものは、いずれも、自治体の政策に関わる提言を含んでおり、８つの分野（(1)都市構
造分野、(2)地方財政健全化分野、(3)補助金分野、(4)公共部門の効率化分野、(5)医療分野、(6)福祉分野、(7)
市町村合併分野、(8)インフラ分野）においての自治体政策を考えるうえで、有意義な情報を提供しており、社
会的意義も高い。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
本研究は 2015年度から 2019年度までの 5か年で行われた。研究を計画するに至った背景は、
人口構造の変化、特に全国的な少子化の傾向という人口の自然減だけでなく、都市部への生産年
齢人口の移動という社会減にも直面し、人口減少が確実視されてきた多くの地方公共団体の存
在が挙げられる。また、これらの地域では高齢者の人数、割合ともにこれまでの日本では経験し
ていない規模となることが予想され、これらの変化の時代にふさわしい、財政の形とすることが
求められていた。特に、公共財・サービスの提供が不可能となる状態を避けるために、都市イン
フラ構造･人材育成・労働環境など幅広い視点から、効率的・効果的に財・サービスを提供する
持続可能な仕組みの構築が求められていた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、人口減少・人口構造の変化に直面する地方公共団体の財政の構築に資する提言を目
的とする。特に、本研究以前では人口減少の地域経済への影響を計測したものは存在したが、統
計的手法を用いて人口減少から地方財政への影響、および各分野での対応策を検証した研究は、
ほとんどなかったことから本研究は地方公共団体のより細かな分野の状況を考慮した対応策を
検討するため、分野ごとの実態把握も重視し、いかなる対応策が実現可能なのかを検討する。 
 
３．研究の方法 
(1)本研究では分析手法の工夫が最初の特徴として挙げられる。まず地方公共団体の財政支出で
の地域間の相互参照行動の存在が想定し、空間計量モデルの中の相関する誤差項を考慮した一
般化空間自己回帰モデルを採用した研究を行っている。このほか、contemporaneous correlation
を考慮したパネル SUR 分析や Bivariate Probit Model 分析等の分析手法の工夫がみられるもの
や、政策効果を分析するために「差の差」の分析に傾向スコアマッチングを組み合わせたモデル
を用いた研究、など、近年に分析手法が確立してきた手法を用いている。 
(2)既存研究にない視点での変数選択や仮説の設定をした分析も行っており、特に公教育投資の
効率性を分析する際に教育段階別の公教育費を考慮した研究、地方財政健全化法の導入に伴う
各財政指標間の相互依存関係に焦点を当てた財政調整行動の検証や、市町村合併時における共
有財源問題について因果効果を分析した研究も行った。 
(3)分析データの工夫として動学分析に用いる都道府県別の長期パネルデータの整理や国内に適
切なデータが存在しないデータの入手を行った。特に、ふるさと納税に関する情報を地方公共団
体へのアンケートで、また総務省への地方交付税の算定に関する詳細データを情報公開請求な
どにより入手した。既存のデータについても、地方自治体の健全化指標と行政キャッシュフロー
計算書に記載の財務指標の整理や、協会けんぽの医科レセプトデータと歯科レセプトデータの
突合を行うなど、分析に必要な多量の既存データをまとめ、分析に用いたことも、本研究の特徴
である。 
(4)財政の研究では政策提言に関しての実現可能性は十分に考慮しなくてはならない。そのため、
各分野への複数回の聞き取り調査も実施し、実態把握にも努めた。 
 
４．研究成果 
毎年度、研究代表者と分担者により、国内外の学会報告と査読付き学術雑誌への掲載により、
広く研究成果を公表できた。実績は 45本の学術論文と 5冊の書籍が執筆され、89 回の学会報告
及びセミナー報告が行われた。このほか研究成果に関する講演や working paper、一般紙・業界
紙の記事を執筆した。特に、「市町村合併とコモン・プール問題」は学会賞（日本地方財政学会 
第 18 回佐藤賞「論文の部」）を受賞という評価を得た。また科学研究費の助成に加え、国際協力
機構（JICA）からの紹介も得ながら、南アフリカ共和国財務省の職員との複数年度の共同研究を
得て、査読付きの海外学術雑誌への掲載が決まったものもある。個別分野は下記の分野を横断す
る研究もあるが、主な論点を基に自ら分類し、以下にまとめる。 
(1)都市構造分野では、コンパクト度の定義を明確化した。そしてその基準を基に、都市の利用
規制は、コンパクト性を高め、コンパクト化は、財政の効率性を高めることを明らかにした。ま
た要因分析の効果から、コンパクト化の必要性が示唆される結果を得た。 
(2)地方財政健全化分野では、この健全化法から影響を受けた地方公共団体の行動についての研
究を行った。特に、将来負担比率が財政の効率化を加速させていることが実証分析の結果から明
らかになった。 
(3)補助金分野では、地方公共団体の行動に対する理論研究により、補助金制度が効率的な地方
公共団体の行動を生み出す可能性を示唆する結果を得た。また、実証研究により、人口と歳出の
関係についての分析を行った。 
さらに実証研究で、地方財政運営の土台を支える地方交付税の基準財政需要額についても人
口との関係を分析した。 
(4)公共部門の効率化分野では、実証分析により、医療の効率性、インフラ整備交付金の効果、
空港経営の改善効果、自治体の寄付受け入れの要因分析を行った。 
(5)医療分野では、実証研究として、少子化対策の一環として地方公共団体が取り組んでいる乳
幼児医療費助成制度において発生しているヤードスティック競争の存在を明らかにした。また、
同様に少子化対策の一環妊婦健診公費負担において地方公共団体間の意思決定に相互参照行動



が発生しているのかを検証し、その存在の可能性を示す結果を得た。 
(6)福祉分野では、社会保障財源と給付をテーマに、市町村決算状況や国民健康保険事業報
告、介護保険事業報告などの行政データに加え、企業・家計のマイクロデータを使用し、公
衆衛生分野、保健・医療・介護分野、ならびに年金分野など幅広く検証を行うことで効率的
かつ公平な社会保障体制について検証を行った。 
(7)市町村合併分野では、実証研究で合併により市町村間のフリーライド行動に変化が生じたの
かを検証し、暫定的な結果として、市町村合併が行われた時期以降に市町村間のフリーライド行
動が縮小した可能性を示唆する結果を得た。また、市町村合併における財政的共有地悲劇の問題
も分析した。その結果、市町村合併を直前に控えた小規模団体は、投資的経費を増加させること
が示された。さらに、その増加分は地方債発行によって賄われており、合併後の団体の負担とな
ることが確認できた。 
なお、同様の問題意識から日本と同じように公的部門が公共サービスの提供に係わる南アフ
リカ共和国の基礎自治体データを用いて、外生的な合併決定のアナウンスから実行までの間に
新たな契約への規制があることで、歳出や債券発行を増やさず、むしろ減らすことを示した。 
(8)インフラ分野では、これまでの地方公営企業を対象とした研究、特に実証分析を行ってい
るものを取り上げ、総務省からの意見も伺いながら、研究の現在位置と、今後の日本におい
てどのような研究が必要かを明らかにした。また、港湾整備に関して、現地での実地調査を
行った。 
(9)教育分野では、高齢化が進む日本において、公教育に対する高齢者の選好を検証した。家族
と一緒に住む高齢者や資産を多く持っている高齢者は、公教育に力を入れることを支持する可
能性を示した。 
また、公立保育所を対象に運営費の一般財源化が保育所運営コストにもたらす影響を分析し
た研究もおこなった。また、公立小・中学校を対象に学校教育における規模の経済性の検証およ
び学校・学級編成が与える影響を分析した研究も行った。さらに、公立小学校を対象に学校統廃
合が市町村財政にもたらす削減効果を分析した研究を行った。そして、公立幼稚園から公立大学
までのすべての教育段階を対象に人口高齢化が教育費水準に与える影響を分析した研究も行っ
た。 
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